
・140万人を超えた平成 21年と比べ、市内全区で人口が増加
・全国で人口が減少する中、出生数が死亡数を上回る自然増加が続く 
・平成 9年以降、転入が転出を上回る社会増加が続く
・交通の利便性の良さなどから、20歳代を中心とした若い世代の流入が多い
・他政令指定都市と比較すると、人口は第7位、自然増加数は第1位 
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1,055,509 人 

人口の推移

川崎市の人口が
150万人を突破しました！

平成29年 4月 24日現在で川崎市の人口は 150万人を突破し、1,500,052 人となりました。 
川崎市は大正 13 年に人口約 5万人でスタートし、政令市に移行した翌年の昭和 48 年に 100 万人
を超えました。 
その後、昭和 61年に 110 万人、平成 5年に 120万人、平成 16年に 130 万人、平成 21年に 140
万人と人口増加が続き、この平成 29年 4月に 150万人を突破しました。 
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川崎区 幸　区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区

215,646 152,746 228,253 214,548 216,067 211,479 166,193
13,468 12,287 24,760 15,732 13,031 4,886 10,956
6.25 8.04 10.85 7.33 6.03 2.31 6.59増加率 6.77

230,280 229,098 216,365

増加数 95,120

177,149

平成21年 1,404,932

平成29年 1,500,052 229,114 165,033 253,013

全　市

全市・区別の人口・人口増加数、増加率

区別の人口・人口増加率のグラフ

全ての区で人口が増加
特に中原区は人口、人口増加率ともに1位

人口の動き

140万人突破時との比較

（注）平成 29 年は 4月 24 日現在、平成 21年は 5月 1日現在の人口

社会増減の推移

東日本大震災に 
よる移動減

大規模マンション
が多く竣工

平成 9年以降、転入超過による社会増加が続く

自然増減の推移

自然減となる都市が多い中、平成 19年以降出生数
が 14,000人を上回っており、自然増加が続く 
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（注）人口は平成 29 年 4月 24 日現在、人口増加率は平成 21 年 5月 1日現在 

からの増加率

出典：「川崎市の人口動態－平成 28 年－」 出典：「川崎市の人口動態－平成 28 年－」
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（人）
1 横浜市 3,728,021
2 大阪市 2,702,242
3 名古屋市 2,306,083
4 札幌市 1,957,990
5 福岡市 1,557,102
6 神戸市 1,533,290
7 川崎市 1,500,052
8 京都市 1,471,482
9 さいたま市 1,277,637
10 広島市 1,197,179
11 仙台市 1,084,627
12 千葉市 973,183
13 北九州市 953,943
14 堺市 836,109
15 新潟市 806,113
16 浜松市 796,329
17 熊本市 739,471
18 相模原市 721,099
19 岡山市 720,579
20 静岡市 700,430

年齢別の転入・転出数
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他政令指定都市との比較

平成27 年に京都市の人口を上回り、政令指定都市で7番目の人口となった
15歳から64歳までの生産年齢人口の割合が最も高く、65 歳以上の老年人口の割合が最も低い 

年齢3区分別人口割合

10 代後半から30代前半の若い世代の転入超過が特徴
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15～64 歳（生産年齢人口）
0～14 歳（年少人口） 65 歳以上（老年人口）

出典：平成 27 年国勢調査結果（平成 27 年 10 月 1日現在） 

転入：川崎市内在住者で、5年前の常住地が川崎市以外

転出：川崎市外在住者で、5年前の常住地が川崎市

出典：平成 27 年国勢調査結果（平成 27年 10 月 1日現在）

注：川崎市は平成 29 年 4月 24 日現在、他都市は平成

29 年 3月 1日現在の人口
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（人） （％） （％）
1 川崎市 3,119 1 熊本市 0.97 1 大阪市 0.72
2 福岡市 2,928 2 福岡市 0.94 2 福岡市 0.69
3 広島市 538 3 広島市 0.90 3 川崎市 0.63
4 仙台市 322 3 川崎市 0.90 4 名古屋市 0.62
5 さいたま市 54 5 岡山市 0.88 5 仙台市 0.59
6 熊本市 △  5 6 浜松市 0.86 6 京都市 0.58
7 岡山市 △  216 7 名古屋市 0.85 6 札幌市 0.58
8 相模原市 △  646 8 堺市 0.84 8 熊本市 0.56
9 浜松市 △ 1 014 9 大阪市 0.83 9 広島市 0.55
10 千葉市 △ 1 161 9 北九州市 0.83 9 神戸市 0.55
11 堺市 △ 1 319 11 仙台市 0.82 11 岡山市 0.54
12 名古屋市 △ 1 705 12 神戸市 0.80 12 横浜市 0.52
12 新潟市 △ 2 405 12 さいたま市 0.80 12 北九州市 0.52
14 静岡市 △ 2 426 14 京都市 0.77 14 さいたま市 0.51
15 京都市 △ 2 907 14 新潟市 0.77 15 堺市 0.50
16 横浜市 △ 2 988 14 横浜市 0.77 16 静岡市 0.49
17 北九州市 △ 3 005 14 静岡市 0.77 16 浜松市 0.49
18 神戸市 △ 3 159 18 札幌市 0.75 18 千葉市 0.47
19 札幌市 △ 4 097 19 千葉市 0.72 18 新潟市 0.47
20 大阪市 △ 6 478 20 相模原市 0.71 20 相模原市 0.45

平成28年自然増加数
（出生数-死亡数）

平成28年出生数÷人口
（平成28年10月１日現在）×100

平成28年婚姻届出件数÷人口
（平成28年10月１日現在）×100

若い世代の市民が多いことから、自然増加数、出生率、婚姻率が高い

問い合わせ先 
   総務企画局情報管理部統計情報課 星野 

電話 ０４４－２００－２０６６ 

出典：人口動態統計速報（厚生労働省）平成28年 1月～12月

自然増加数 出生率 婚姻率
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